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はじめに 
 日本では、2014 年の中央教育審議会答申、いわゆる高大接続答申を 1 つの契機として、大学

入学者選抜のあり方をめぐる議論が生じ、改革が進められている。この答申では、高校教育、

大学教育、大学入学者選抜の一体的改革が提言されているが、大学入学者選抜については「高

等学校教育で培ってきた力や、これからの大学教育で学ぶために必要な力を評価するものと

なっていない」とされ、「大学入試センター試験の抜本的改革」とともに、多様な方法で「公正」

に評価するという理念に基づく新たな評価の確立が謳われている。そして、評価方法として、

学力筆記試験の成績や、「小論文、面接、集団討論、プレゼンテーション、調査書、活動報告書、

大学入学希望理由書や学修計画書、資格･検定試験などの成績、各種大会等での活動や顕彰の記

録、その他受検者のこれまでの努力を証明する資料など」の活用が挙げられている(1)。 

また、「高大接続改革実行プラン」（2015 年 1 月）や高大接続システム改革会議最終報告（2016

年 3 月）を受けて 2017 年 7 月に出され、2018 年 10 月に一部改正された「平成 33 年度大学入

学者選抜実施要項の見直しに係る予告」では、学力の 3 要素を多面的・総合的に評価するとい

う観点から、AO 入試（総合型選抜）や推薦入試（学校推薦型選抜）において調査書や推薦書な

どの出願書類だけでなく、小論文やプレゼンテーション、口頭試問といった各大学が実施する

評価方法または大学入学共通テストのうち少なくとも 1 つを活用することとされるとともに、

AO 入試では本人の記載する資料（活動報告書等）の積極的な活用を求め、推薦入試では学校

長からの推薦書の中で本人の学習歴や活動歴をふまえた評価を記載し、大学は入学者選抜にあ

たってそれを活用することを求めている。また、一般入試（一般選抜）においても、筆記試験

に加えて調査書や志願者本人が記載する資料の積極的な活用を促すとされ、その活用方法につ

いて各大学が募集要項等に明記することとされた(2)。 

大学入学者選抜で学力筆記試験の成績に加えて受験者の多様な側面を評価しようとする考え

方は、以前から見られる。例えば、1971 年の中央教育審議会答申「今後における学校教育の総

合的な拡充整備のための基本的施策について」では、選抜方法の改善の 1 つに「高等学校の学

習成果を公正に表示する調査書を選抜の基礎資料とすること」が挙げられ、大学側に調査書を

重視することが求められた(3)。また、1999 年の中央教育審議会答申「初等中等教育と高等教育

との接続の改善について」では、受験者の多様な能力・適性等を適切に評価するための選抜方

法の開発や高等学校での学習成果の活用による多面的な評価の実施について言及があり(4)、
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2000 年の大学審議会答申「大学入試の改善について」でも、大学に対して「高等学校における

平素の学習等を評価する観点から、調査書、様々な学習活動、文化スポーツ活動、就業経験、

活動経験の記録や成果物等の多様な調査資料をより一層活用すること」が求められた(5)。 

 東アジア諸国・地域（以下、国と略）でも 1990 年代以降、大学入学者選抜の見直しが大規模

に進められ、全国統一型の学力筆記試験の成績だけでなく多様な指標を選抜に導入する取り組

みが模索されてきている。東アジア諸国の大学入学者選抜制度を比較的に検討している先行研

究として、南部（2011 年、2016 年）や石井（2007 年、2008 年、2020 年）がある(6)。南部（2011

年）は、大韓民国（以下、韓国と略）、台湾、中華人民共和国（以下、中国と略）の大学入学者

選抜において、程度や方向性には違いがあるものの、全国統一型学力試験の見直しや学力試験

の成績以外の要素が考慮される選抜方法の導入（評価尺度の多元化）が見られ、高校での多様

な活動の成果の評価も行われるようになってきたことを明らかにしており(7)、南部（2016 年）

では、それをふまえて日本も対象に加えた比較研究を行っている(8)。一方、石井（2007 年）は、

実地調査の結果もふまえて、韓国、台湾、中国における入試の個性化や思考力や表現力の判定

のための選抜方法・評価基準の工夫についてまとめている(9)。また石井（2008 年）は、日本、

韓国、台湾、中国の入試多様化状況を比較し、その共通の背景を挙げ、程度の差や特色の違い

はあるが、様々な面から学生の資質・能力を判定しようとするという基本的な方向性は共通し

ているとしている(10)。同様の指摘は、石井（2020 年）にも見られる(11)。これらの比較研究はい

ずれも、東アジア諸国で大学入学者選抜の改革が進み、選抜に用いられる指標が多様化してい

ることや受験者（大学入学者）に求める資質・能力に変化が生じていることを明らかにしてい

るものの、各国で近年進められている改革の動きを十分に取りこむことはできていない。一方、

各国別の先行研究としては、韓国については学校生活記録簿を用いた選考における評価方法を

分析したもの(12)や「入学査定官制」の導入後の状況を検討したものがあり(13)、台湾については

2022 年に向けた改革を扱ったもの(14)、中国については多様性と社会的公正の視点から改革の動

きをまとめたものなどがある(15)。 

 以上をふまえて本稿では、1990 年代から今日までの東アジア諸国において、大学入学者選抜

で多様な指標がどのように取り入れられてきているのかについて最近の改革動向に着目して比

較的に検討し、特に高校段階での学習や活動の成果の利用にどのような特徴があるのかを明ら

かにすることを目的とする。対象は、韓国、台湾、中国である。以下では、韓国、台湾、中国

それぞれについて大学入学者選抜制度の変遷と近年の改革動向を整理した後（第 1 節から第 3

節まで）、3 か国における改革の方向性にどのような特徴があるのかを比較的に考察する（第 4

節）。主な研究手法は文献調査であり、各国の政府文書や法規、現地での出版物やホームページ

に掲載されている受験者向けの情報、大学から公開されている選抜要項などを用いる。 

本論に入る前に、用語について確認しておきたい。東アジア諸国において、高等教育制度と

後期中等教育制度は多様な機関から構成されている。各国別に両制度を構成する機関の種類を

まとめたのが表 1 である。これらの中で、本稿で焦点を当てるのは主として各国で中核に位置

づけられる機関（大学）を含む類型の高等教育機関への進学に関わる入学者選抜方法である。

具体的には、韓国では大学、台湾と中国では普通高等教育機関である。 

後期中等教育機関も普通教育を主とする機関と職業教育を主とする機関など多様だが、近年 
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表 1 各国の高等教育機関及び後期中等教育機関の種類 

 高等教育機関 後期中等教育機関 

韓国 
大学（大学、産業大学、教育大学、専

門大学、遠隔大学、技術大学） 
高等学校（一般高等学校、特殊目的高等

学校、特性化高等学校、自律高等学校） 

台湾 
普通高等教育機関、高等職業教育機関 高級中学、高級職業学校、総合高級中学、

完全中学（後半部分）、5 年制専科学校（前

半 3 年間） 

中国 
普通高等教育機関、成人高等教育機

関、軍事高等教育機関 
普通高級中学、成人高級中学、普通中等

専門学校、成人中等専門学校、職業高級

中学、技術労働者学校 
出典：筆者作成。 

は後者からの進学も増えてきている。本稿では、特に個別に言及する場合を除いて、高等教育

機関や後期中等教育機関としては表 1 に挙げた機関を念頭に置くこととし、原則として、この

表にある高等教育機関の総称として「大学」、後期中等教育機関の総称として「高校」を用いる。 

また、入学試験という言葉には数学や英語といった教科の学力筆記試験というニュアンスが

含まれるが、大学進学者の選抜にはそうした学力筆記試験以外の方法が用いられることもある

ため、本稿では制度を示す語として「大学入試」ではなく「大学入学者選抜」を用いる。 

1．韓国 
（１）制度の変遷 

韓国では、頻繁に大学入学者選抜の改革が行われてきた。入学者選抜で用いられる主な指標

は、全国統一型の学力筆記試験、各大学が実施する試験、高校段階での学習・活動成果である。

まず、現在の大学入学者選抜制度の中心的な役割を果たす大学修学能力試験（以下、修能試験

と略）及び学校生活記録簿（以下、学生簿と略）の導入以後の制度の変遷を整理する(16)。 

1994 年に全国統一型の学力筆記試験である修能試験が開始された。それまでの大学入学学力

考査が高校の科目ベースの試験であったのに対し、修能試験は大学での修学能力を測る領域別

の試験とされた(17)。1994 年から 1996 年は、修能試験と各大学が実施する試験、そして高校段

階での成績（以下、高校内申と略）の 3 つの指標が用いられ、このうち高校内申の反映比率は

教育部によって 40％以上とすることが義務付けられた。また、同じく 1994 年から、特異な才

能を持つ者や社会的配慮が必要な層を対象とした特別選考が導入された。 

高校内申は 1981 年以降、入学者選抜の指標の 1 つとして用いられてきたが、高校 3 年間の

学業活動を点数で画一化・序列化することにより、生徒間の行き過ぎた競争、学業成績向上の

ための私教育(18)の増加、生徒の多様な能力や適性が排除された入試中心の教育といった問題が

生じていた(19)。そこで、1997 年に学生簿が導入され、高校段階での学業成績のみならず、各種

大会・コンクールの受賞歴、取得資格、総合的学習の時間（原語は「創意的裁量活動」）の学習

内容、特別活動、ボランティア活動、社会体験活動など多様な活動の成果が記録されることと

なった。国公立大学においては、学生簿を選抜資料として採用することが義務付けられた。他

方で、各大学が実施する試験については、国公立大学で 1997 年から、私立大学では 2002 年か
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ら学力筆記試験が全面禁止された。それから、募集時期の区分は、1994 年に新たに事前募集、

1997 年にはさらに随時募集が設けられたが、2002 年に随時募集と定時募集に二元化された(20)。 

2002 年になると、選抜資料として学生簿を採用する義務がなくなって、選抜資料の採用や評

価基準の設定は各大学が行うこととなり、入学者選抜に関する各大学の裁量が拡大された。2004

年には「学校教育正常化のための 2008 年度以降大学入学制度改善案」が教育人的資源部（当

時。現在の教育部）から発表された。この改善案では、①修能試験の成績の使用に関する、標

準点数、順位、9 段階等級の 3 つから 9 段階等級のみへの変更と入学者選抜での反映比率低下

（修能試験の選抜性低減）、②学生簿の教科成績に関する、5 段階等級から得点、平均点、9 段

階等級の併記への変更と入学者選抜での反映比率上昇（学生簿の重視）、③各大学の教育目標に

沿った入学者選抜の特性化、④「入学査定官制」などの導入による入学者選抜業務の専門化、

⑤低所得者層に対する特別選考の活性化などが示された(21)。 

これを受け、2007 年には「入学査定官制」が導入された。「入学査定官制」とは、専門職であ

る入学査定官（Admission Officer）が受験者から出された資料をもとに「高等学校の教育課程お

よび学生の成績や能力、素質、個人環境、大学入学後の伸長を推測」(22)し、受験者の合否を決

定する選抜方法である。一方、修能試験の 9 段階等級制については、修能試験の学力判定機能

を著しく低下させたと批判され、1 年で元に戻された(23)。また 2008 年以降、各大学が実施する

試験が多様化し、提出資料についてもそれまで用いられてきた資料のほかに、受験者が作成す

る自己紹介書、志望動機書、学業計画書、教師による推薦書などが用いられるようになった(24)。 

多様化により複雑かつ頻繁に変更されるようになった各大学の入学者選抜は、2015 年に「簡

素化」された(25)。表 2 に示したように、選抜ルートは募集時期と用いられる指標により「標準

大学入学選考体系」として整理され、受験者がどの指標を準備すればどの選考に合格できるか

を明確にすることが図られた。まず、募集時期は一般に 9 月から 12 月ごろに実施される随時

募集と、一般に 1 月から 2 月に実施される定時募集に分けられた。次に、選抜で用いられる指

標に着目すると、随時募集は学生簿の教科成績を中心とした学生簿教科選考と、入学査定官等

により学生簿の教科成績以外の記録も活用する学生簿総合選考(26)が中心であり、修能試験の成

績を用いた「最低学力基準」が設定されることもある。それに対して、定時募集は主に修能試 

表 2 韓国の大学入学者選抜の標準体系 

区分 選考類型 主な指標 

随時 

学生簿 

中心 

（学生簿教科）教科中心 

（学生簿総合）非教科、教科、面接 等（自己紹介書、推薦書の活用可） 

論述中心 論述 等 

実技中心 実技 等（特技等の証拠資料の活用可） 

定時 
修能中心 修能試験 等 

実技中心 実技 等（特技等の証拠資料の活用可） 

出典：한국대학교육협의회（韓国大学教育協議会）「2015학년도 대학입학전형기본사항（2015
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験の成績を選抜に用いる修能中心選考が大部分を占める。このため、随時募集と定時募集の定

員比率はおおよそ、中心となる指標が学生簿である選抜と修能試験である選抜の比率としてと

らえることができる。定員比率は、2002 年は随時募集が 28.8％、定時募集が 71.2％であったが、

2020 年には随時募集が 77.3％、定時募集が 22.7％となり、随時募集が大幅に拡大している(27)。 

また、募集時期による区分とは別に、対象者による一般選考と特別選考という区分もある。

一般選考は「一般学生を対象に普遍的な教育的基準にしたがって学生を選抜する選考」（高等教

育法施行令第 34 条第 1 項）であり、宗教、性別、財産、障害、年齢等で出願資格を設定・制限

することはできない。一方、特別選考は「特別な経歴や素質など大学が提示する基準あるいは

差等的な教育的補償基準による選考が必要な者を対象に学生を選抜する選考」（同条第 2 項）

で、生徒の特別な経歴や素質を選考基準として設定することができ、主に随時募集で行われる。 

（２）近年の改革動向 

ここまで述べたように、現在の韓国の大学入学者選抜は募集時期と選抜で用いられる主な指

標によって、学生簿中心の随時募集と、修能試験中心の定時募集の 2 つの入学ルートからなる

と言える。また、随時募集は着実に拡大して現在では募集定員全体の約 8 割を占めている。近

年の改革動向を整理するにあたってまず、現在用いられている学生簿についてみてみよう。 

学生簿は、「初・中等教育法」第 25 条第 1 項の「学校の長は、児童・生徒の学業達成度と人

間性等を総合的に観察・評価し、児童・生徒の指導及び上級学校の選抜に活用する項目につい

ての資料を作成・管理しなければならない」(28)という規定を法的根拠とし、その作成・管理は

オンライン上の全国教育行政情報システム（NEIS）で行うことが定められている（同条第2項）。 

学生簿の具体的な作成方法は学校段階ごとに「学校生活記録簿記載要領」で定められ、毎年

一部改正されている(29)。2022 年度の高校の学生簿には(1)人的・学籍事項、(2)出欠状況、(3)受

賞経歴、(4)資格証及び認証取得状況、(5)創意的体験活動状況、(6)教科学習発達状況、(7)読書活

動状況、(8)行動特性及び総合意見の項目があり、それぞれについて教師がオンライン上で入力

する。教師が文章で記述する部分も設けられていて、学生簿全体は出力すると A4 判で約 20 頁

にもなる(30)。記述部分は「教師が直接観察・評価した内容を根拠に入力」(31)することとされ、

記述にあたっては自己評価書や感想文など教師の指導のもとで生徒が自ら作成した資料を活用

することができる。学生簿の作成にはこのほかにも詳細な規定が設けられており、作成や修正

に多くの時間を要するため、教師の業務負担は大きいという調査結果もある(32)。 

なお、学生簿中心選考では、学生簿以外の提出書類は学生簿の記載内容を補完・確認するた

めの資料に限定され、公認語学成績と外部の受賞実績の提出は厳格に禁止されている(33)。これ

により、選抜に用いる指標数の最少化による生徒の負担軽減や私教育の抑制が図られている。 

韓国では学生簿や「入学査定官制」の導入から時間が経過して、様々な成果や課題が明らか

になっている。まず、学生簿を中心とした入学者選抜が拡大したことにより、次のような成果

があったとされる。まず、高校教育が入試教育中心から多様な教育プログラムを含むものへと

変化し、高校教育の正常化に寄与したほか、各大学が自律的に自らの特性にあった学生を選抜

できるようになったり、入学査定官を通じて高校と大学の連携が進んだりした(34)。また、入学

者の多様化が進み、一般高校から上位圏の大学への進学が拡大したことも指摘されている(35)。 
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一方、学生簿の活用は次のような弊害や疑念も生んでいるとされる。第一に、学生簿の非教

科領域対策などの私教育が横行しており、本来の目的に反した状態になっている(36)。第二に、

学生簿総合選考で保護者の社会経済的背景が影響力を持っていることが指摘されている(37)。第

三に、入学査定官の専門性やその定性的評価の信頼性に対する不信感や、作成時に教師の主観

が反映されうるという、学生簿の信頼性に対する不信感が生じている(38)。 

 以上のように学生簿の弊害や疑念が指摘されつつも、韓国では学生簿中心の随時募集が拡大

してきた。しかし近年、修能試験と学生簿の見直しに社会的関心が集まってきている。 

2017 年、教育部は「2015 改訂教育課程」の施行に伴い「2021 年度修能改編試案」を発表し

たが、修能試験の絶対評価化をめぐる議論の対立が激化し、改革は 1 年延期された。1 年間の

社会的議論の末、2018 年 8 月に「2022 年度大学入学制度改編方案及び高校教育革新方向」が教

育部から発表された。これにより 2022 年以降の入学者選抜では、各大学は修能中心選考の比率

を 30％以上にするように誘導され、修能試験については「国語」、「数学」、「職業探究」におい

て内容が共通部分と選択部分に分けられたほか、探究領域の「社会探究」、「科学探究」系列は

区分がなくなって 2 つの系列の合計 17 科目から自由に 2 科目を選択できるようになり、受験

者の選択権拡大と負担軽減が図られた。修能試験の絶対評価化については従来の「英語」、「韓

国史」に「第 2 外国語／漢文」が加わるにとどまった。また、学生簿の改善と、盗作や代筆が

見られた自己紹介書の改善、推薦書の廃止が定められた。さらに、各大学が実施する口述試験

や筆記試験についても、最小化あるいは段階的廃止が誘導されることとなった(39)。 

 2019 年には、13 大学で学生簿総合選考の実態調査が実施された。その結果、学生簿の教科成

績等級や選抜結果に「科学高校＞外国語・国際高校＞自律型私立高校＞一般高校」という序列

が現れていること、自己紹介書・推薦書での記載禁止事項違反や剽窃に対する措置が不十分で

あること、書類評価時間が短いこと、入学査定官の専門性が低いことなどが指摘された(40)。 

この実態調査の結果を受け、教育部は 2019 年 11 月の「大学入学制度公正性強化方案」にお

いて、以下の 3 点の対応策を発表した(41)。第一に、選考資料の公正性を強化するため、親の情

報や私教育といった外部要因による影響が遮断されるよう、選考資料を改善する。学生簿は記

載項目を減らし、正規教育課程外の活動は入学者選抜で用いないこととなった。また、自己紹

介書と推薦書は段階的に廃止する。学校・教師・教育庁の責務性も強化され、教師の評価・記

録に関する力量向上のための研修の拡大や、不正に対する厳正な措置が行われることとなった。 

第二に、大学は評価の透明性・専門性を強化することが定められた。評価過程での出身高校

の影響力を遮断するために、評価資料から出身高校の情報を除外するブラインド処理が行われ、

各大学には評価基準を公開することが義務付けられた。また、大学の総合監査では入学者選抜

の公正性の強化に関連する点検項目が追加され、選考類型ごとに高校類型・地域別の選抜結果

情報を公開することとなった。加えて、入学査定官の専門性強化なども挙げられている。 

第三に、入学者選抜構造の改革が発表された。学生簿総合選考及び論述中心選考に偏ってい

る 16 大学は 2023 年度までに修能中心選考を 40％以上に拡大すること、高校類型や私教育等の

影響力が大きい論述中心選考・特技者選考は廃止を誘導することが定められた。さらに、社会

的配慮対象者の高等教育機会拡大と地域均衡発展を目指す社会統合選考の法制化が掲げられた。 

 この方案への大学の対応例として、修能中心選考の拡大を求められたソウル大学の全募集定
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的配慮対象者の高等教育機会拡大と地域均衡発展を目指す社会統合選考の法制化が掲げられた。 

 この方案への大学の対応例として、修能中心選考の拡大を求められたソウル大学の全募集定

員に対する修能中心選考の比率を確認すると、2020 年には 22％だったが(42)、2021 年以降増加

し、2023 年には 40％となった(43)。これに伴い、学生簿の扱いについても変化が生じている。 

ソウル大学の修能中心選考（一般選考）では、2014 年までは学生簿も点数化されて用いられ

ていたものの(44)、「簡素化」が行われた 2015 年以降、修能中心選考における学生簿の利用は同

点者の処理等に縮小された(45)。ところが、ソウル大学は 2023 年から修能中心選考での学生簿

の点数化を復活させると発表した(46)。この変更に対しては、修能中心選考の拡大を求められた

ソウル大学が、学生簿を用いた随時募集を縮小する代わりに、修能中心選考にも学生簿の評価

を入れたという見方がある(47)。2023 年の修能中心選考（一般選考）は、第 1 段階で修能試験の

みによる選抜を行い、第 2 段階は第 1 段階の成績 80％と、学生簿を用いて各募集単位に関連す

る教科の履修と到達度を評価する「教科評価」20％による選抜を行うとしている(48)。また高麗

大学も、2024 年から修能試験 80％と学生簿の教科成績 20％による「教科優秀選考」を定時募

集に新設するが、現在のところこれらの大学以外の主要大学では同様の動きは見られない(49)。 

さらに、修能試験については、2025 年から高校に導入される予定の単位制（原語は「高校学

点制」）にあわせて、修能試験への記述式問題の導入も含めた改革が議論されている(50)。 

このように韓国では、随時募集では学生簿を、定時募集では修能試験を主として用いるとい

うように、選抜に用いる指標によって選抜方法が区分され、近年では学生簿を主たる指標とす

る随時募集が全体の約 8 割を占めるまで拡大している。そして、こうした随時募集の拡大に伴っ

て、学生簿を用いた選抜の効果や課題が明らかになりつつあり、学生簿や修能試験といった各

指標の改善のみならず、定時募集の拡大を含む大学入学者選抜構造の改革も進められている。 

2．台湾 
（１）制度の変遷 

台湾では、1954 年から入学者の連合募集（原語は「聯合招生」）が実施され、連合大学入学試

験（原語は「聯考」）が行われるようになった。それ以降この試験では、基本的には専門分野と

受験科目によって募集単位が 3 つないし 4 つのグループに分けられ、それぞれ規定された科目

が課された。1984 年には、大学の要求と受験者の興味関心を結びつけることを意図して、受験

者が事前に公表された合格基準や傾斜配点を参考にしながら試験実施後に志望先を決めて出願

し、その後統一的に合格者を決定する方式が導入された。同時に、各募集単位はそれまでより

も細かく 10 のグループに分けられた(51)。1990 年代に入ると、こうした連合募集方式の再検討

が行われた。1992 年に大学入学試験センターから出された報告書『我国大学入学制度改革建議

書－大学多元入学方案』では連合募集方式の長所と短所が整理され、学生の水準と選抜の公平

性の維持、受験者の負担や大学のコストの減少などの長所が示された一方、短所として、(1)高

校の教育目標の歪曲、(2)大学の個性的で主体的な発展の抑制、(3)生徒の希望と実際の進路との

ミスマッチの発生、(4)教育内容の知識の記憶や解答技術の習得への偏りなどが挙げられた(52)。 

このような認識をふまえ、1990 年代半ばに、特に短所として挙げられた点を改善することを

目的として大きく 2 つの改革が行われた。1 つは、大学教育を受けるのに必要な能力を備えて

いるかどうかを検査する学科能力テスト（原語は「学科能力測験」）が新たに導入されたことで

ある。2002 年には「大学多元入学新方案」と呼ばれる選抜方法が導入されて、連合大学入学試

南部・西山：東アジア諸国・地域における大学入学者選抜改革に関する考察

－ 75 －



験が廃止され、大学入学試験センターが実施する 2 つの統一的な学力試験（学科能力テスト、

指定科目試験）によって学生を選抜する方法（試験分配入学（原語は「考試分発入学」）制）が

実施されるようになった。2 つの試験のうち学科能力テストは、高校 2 年次までの学習内容が

出題範囲とされ、受験者はすべての科目（国語（原語は「国文」）、英語、数学、社会、自然）

を受験する必要があり、一方指定科目試験は、高校段階のすべての学習内容が出題範囲であり、

受験者は用意された 9 科目（国語、英語、数学甲、数学乙、歴史、地理、物理、化学、生物）

の中から志望する募集単位が求める科目を受験すればよいとされた。2 つの試験の組み合わせ

方は、学科能力テストを課さない場合も含めて、募集単位ごとに決められる(53)。 

 1990 年代に行われたもう 1 つの改革は、推薦入学（原語は「推薦甄選」）制度と「申請入学」

制度の導入である。推薦入学は特別な才能を有する者や学業成績が優秀な者を学校が推薦し、

選抜を通じて入学者を決定する方法であり、後者の「申請入学」では学校の推薦が必要とされ

ず、受験者個人が学科能力テストの結果と高校の学業成績に基づいて、志望する大学に入学を

申請する。どちらの選抜方法でも、学科能力テストの成績とともに、各大学・募集単位によっ

て実施される選抜方法、例えば口述試験・面接試験、提出資料の審査、個別の学科試験などの

成績が用いられた。提出する資料には、高校の学業成績のほか、受験者が作成する自伝や学習

計画、小論文などがあった。これらの選抜の導入によって、学力試験のみに焦点を当てた受験

教育の是正や、自らの能力・適性・興味などに基づいた進学先の決定が期待された(54)。2004 年

になると、推薦入学と「申請入学」は選抜入学制（原語は「甄選入学制」）としてまとめられる

とともに、推薦入学が学校推薦、「申請入学」が「個人申請」と改められて、統一的に実施され

ることになった。なお、「個人申請」は 2022 年から名称が再び「申請入学」に戻されている。 

 さらに、2007 年からは「繁星計画」（原語は「繁星計畫」）と名付けられた選抜方法が導入さ

れた。「繁星計画」という名称には、台湾では有名進学校が「明星」高級中学と呼ばれているこ

とをふまえて、そのような輝ける「星」が台湾の各地に数多く生まれることへの期待が含まれ

ている(55)。この選抜方法では、各大学が、あらかじめ定めた学科能力テストの基準を満たして

いることを前提として、高校在学（1 年次、2 年次）時の相対的順位の高い者から合格とされ

る。これによって、有名大学の入学者が特定の高校に偏っている現状を改め、学生の出身に関

して都市部と地方の格差を縮小させ、高校教育を正常なものにし、限られた有名進学校への集

中をなくすことができるようになり、それらを通じて高校が地域社会に根ざすものになること

が目指された。各大学での合格者の決定は、次のような手順になっていた。まず、学科能力テ

ストの成績があらかじめ設定されている基準を満たしているかどうかが判定される。次に、そ

れをクリアした者を対象に基本的には、高校在学時 1 年次及び 2 年次の各学期学業成績の平均

の校内順位の百分比が小さい者を優先的に合格とするとされた(56)。この「繁星計画」は 2011 年

度から上記の学校推薦とあわせて「繁星推薦」となった。具体的には、各大学が高校在学時の

平均学業成績に対する基準を設定するとともに、各募集単位が学科能力テストの成績に対する

基準を設定する。これらの基準を満たした者は在籍する学校を通じて推薦を受け、各募集単位

が定めた項目にしたがって順位づけがなされ、合格者が決定されることになった(57)。 

 このほか、「特別人材選抜」（原語は「特殊選才」）と呼ばれる選抜方法が 2015 年に試行され、

2018 年からごく小規模ながら正式な入学ルートになっている。特定の専門分野や芸術面などで
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験が廃止され、大学入学試験センターが実施する 2 つの統一的な学力試験（学科能力テスト、

指定科目試験）によって学生を選抜する方法（試験分配入学（原語は「考試分発入学」）制）が

実施されるようになった。2 つの試験のうち学科能力テストは、高校 2 年次までの学習内容が

出題範囲とされ、受験者はすべての科目（国語（原語は「国文」）、英語、数学、社会、自然）

を受験する必要があり、一方指定科目試験は、高校段階のすべての学習内容が出題範囲であり、

受験者は用意された 9 科目（国語、英語、数学甲、数学乙、歴史、地理、物理、化学、生物）

の中から志望する募集単位が求める科目を受験すればよいとされた。2 つの試験の組み合わせ

方は、学科能力テストを課さない場合も含めて、募集単位ごとに決められる(53)。 

 1990 年代に行われたもう 1 つの改革は、推薦入学（原語は「推薦甄選」）制度と「申請入学」

制度の導入である。推薦入学は特別な才能を有する者や学業成績が優秀な者を学校が推薦し、

選抜を通じて入学者を決定する方法であり、後者の「申請入学」では学校の推薦が必要とされ

ず、受験者個人が学科能力テストの結果と高校の学業成績に基づいて、志望する大学に入学を

申請する。どちらの選抜方法でも、学科能力テストの成績とともに、各大学・募集単位によっ

て実施される選抜方法、例えば口述試験・面接試験、提出資料の審査、個別の学科試験などの

成績が用いられた。提出する資料には、高校の学業成績のほか、受験者が作成する自伝や学習

計画、小論文などがあった。これらの選抜の導入によって、学力試験のみに焦点を当てた受験

教育の是正や、自らの能力・適性・興味などに基づいた進学先の決定が期待された(54)。2004 年

になると、推薦入学と「申請入学」は選抜入学制（原語は「甄選入学制」）としてまとめられる

とともに、推薦入学が学校推薦、「申請入学」が「個人申請」と改められて、統一的に実施され

ることになった。なお、「個人申請」は 2022 年から名称が再び「申請入学」に戻されている。 

 さらに、2007 年からは「繁星計画」（原語は「繁星計畫」）と名付けられた選抜方法が導入さ

れた。「繁星計画」という名称には、台湾では有名進学校が「明星」高級中学と呼ばれているこ

とをふまえて、そのような輝ける「星」が台湾の各地に数多く生まれることへの期待が含まれ

ている(55)。この選抜方法では、各大学が、あらかじめ定めた学科能力テストの基準を満たして

いることを前提として、高校在学（1 年次、2 年次）時の相対的順位の高い者から合格とされ

る。これによって、有名大学の入学者が特定の高校に偏っている現状を改め、学生の出身に関

して都市部と地方の格差を縮小させ、高校教育を正常なものにし、限られた有名進学校への集

中をなくすことができるようになり、それらを通じて高校が地域社会に根ざすものになること

が目指された。各大学での合格者の決定は、次のような手順になっていた。まず、学科能力テ

ストの成績があらかじめ設定されている基準を満たしているかどうかが判定される。次に、そ

れをクリアした者を対象に基本的には、高校在学時 1 年次及び 2 年次の各学期学業成績の平均

の校内順位の百分比が小さい者を優先的に合格とするとされた(56)。この「繁星計画」は 2011 年

度から上記の学校推薦とあわせて「繁星推薦」となった。具体的には、各大学が高校在学時の

平均学業成績に対する基準を設定するとともに、各募集単位が学科能力テストの成績に対する

基準を設定する。これらの基準を満たした者は在籍する学校を通じて推薦を受け、各募集単位

が定めた項目にしたがって順位づけがなされ、合格者が決定されることになった(57)。 

 このほか、「特別人材選抜」（原語は「特殊選才」）と呼ばれる選抜方法が 2015 年に試行され、

2018 年からごく小規模ながら正式な入学ルートになっている。特定の専門分野や芸術面などで

非常に優れた能力がある者などを対象に、各大学が書類審査や面接、あるいは筆記試験などに

より合格者を決定する。このルートでは、2 つの統一的な学力試験の受験は求められない(58)。 

 このように、台湾では全国統一の共通学力試験を基礎としつつ、1990 年代半ば以降、一方で

は共通学力試験を 2 種類にしてそのうちの 1 つである学科能力テストはどの選抜方法でも用い

ることとし、他方ではその試験（学科能力テスト）と組み合わせる形で、口述試験・面接試験、

提出資料の審査、個別の学科試験など多様な方法が大学・募集単位ごとに選択する選抜方法が

導入された。また、学力筆記試験を核とする「試験配分入学」を通じて大学に入学する者の比

率は低下傾向が見られる。「試験配分入学」制が導入された 2002 年には、「試験配分入学」の合

格者（78,562 人）は合格者総数（100,207 人）の 78.4％を占めていたが(59)、2020 年には、「試験

配分入学」の合格者（33,521 人）は合格者総数（105,053 人）の 31.9％になっている(60)。 

（２）近年の改革動向 

 以上みてきたように、台湾では主として、学科能力テストと指定科目試験という学力筆記試

験を用いる「試験配分入学」（近年は「試験入学」と呼ばれる）、学科能力テストと各大学・募

集単位での選抜を組み合わせた「個人申請」（近年は「申請入学」とも呼ばれる）、学科能力テ

ストと高校在学時の相対的順位を組み合わせた「繁星推薦」という 3 つの入学ルートがある。 

 近年の改革の 1 つとして共通試験の見直しがある。その 1 つは 2015 年度から高校英語リス

ニングテスト（原語は「高中英語聴力測験」）が入学者選抜に導入されたことである。同年度で

は、高校英語リスニングテストが学科能力テストの実施（2015 年 2 月 1 日、2 日）に続いて 2

月 3 日に行われたほか、2014 年 11 月 1 日にも行われた。この成績の利用のしかたは各大学・

募集単位によって決めるとされた(61)。試験に関するもう 1 つの改革として、2019 年から、従来

は 5 科目すべてを受験することになっていた学科能力テストについて、「繁星推薦」と「個人申

請」では大学・募集単位ごとに最大 4 科目を選んで選抜に用い、「試験入学」では高校英語リス

ニングテストと学科能力テストの中から最大 2 科目を設定して選抜に用いることとされ、受験

者は大学・募集単位が求める科目を受験すればよいことになった(62)。また、国語が、選択問題

で構成される「国語（選択題）」と作文能力を測定する「国語作文能力テスト」（原語は「国語

文写作能力測験」）とに分けられ、それぞれに試験時間が設定されることになった。後者は 2 つ

の大問からなり、受験者の、知的側面での総合的な判断能力と情意的側面での感受性や表現能

力を評価するとされ、国語はこの 2 つの試験の成績を合わせて得点にするとされた(63)。 

 これらに加えて、2022 年度の大学入学者選抜に向けて、制度全体の再調整が進められてきて

いる。その概要を、2017 年から 2021 年にかけて整えられた文書「大学多元入学方案（111 学年

度起適用）」(64)を手がかりにしてまとめると、次のようになる。 

 この文書では最初に、1994 年から試行され 2002 年に確立された「大学多元入学」の仕組み

が好評を得ていることが確認されている。そのうえで、2019 年から導入された新たな高校教育

課程の精神やそれによって生じる高校教育現場の転換にあわせて、大学の新入生募集の理念と

入学者選抜の方法の改革を推し進めることが謳われた。そしてまず、高校教育と大学入学者選

抜の理念として、①情報化、デジタル化に伴って生徒の学習を主体的なものとすること、②新

たな教育課程要綱ではコアリテラシー（原語は「核心素養」）を課程発展の主軸とすること、③

南部・西山：東アジア諸国・地域における大学入学者選抜改革に関する考察

－ 77 －



大学入学者選抜の理念と方法は多面的で総合的な評価に向かうこと、が挙げられている(65)。 

 次に、2019 年から新たな教育課程要綱が採用された。この新たな要綱では、従来の要綱と比

べて次のような相違点が見られる。第一に、生徒の適性にあった履修が強調され、修得すべき

単位数が減少するとともに、必修科目に割り当てられる単位数が減らされた。第二に、必修科

目として教育部が定める科目とともに各学校が自らの特色にあわせて必修とする科目が置かれ、

選択科目も、教育部が定める、各教科の発展的な選択科目（原語は「加深加広選修」）と、各学

校が自ら設定する追加的で多様な選択科目から構成されることになった。第三に、毎週 1～3 時

間の範囲で弾力的な学習時間が設定され、生徒の主体的な精神を重視するとされている(66)。 

 これをふまえて、大学の入学試験と学生募集の理念と原則が示されている。目標は、「大学入

学者選抜を多元化し、高校教育を活性化し、学生の学習を全体的に整え、社会的な流動を促進

する」（原語は「大学選才多元、高中教学活化、学生学習完整、促進社会流動」）とされている。

また、原則として、①大学入学者選抜は多様なルートと多様な資料の採用という方式を維持し、

入学試験と学生募集の設計では新課程要綱が強調するリテラシー及び分野横断的で多様な選択

履修の精神を推し進めるのに有益であること、②学生募集ルートは申請入学を主とし、学習の

履歴を重視して、多様な種類の資料の検査により学生の適性の発達を奨励するとともに、高校

での学習を整ったものにし、生徒が高校で学んだことを大学教育に接続できるようにすること、

③入学試験は入学者選抜のニーズにあうように実施し、高校の必修科目について基本的なコア

能力を評価し、発展的選択科目についてより高次の学習成果を評価することが示されている(67)。 

 このうち、多様な入学ルートの維持は、多様な学生が大学に入学することが目的としている。

多様な学生が相互に受け入れ互いに尊重する学習環境を通じて、学生が多面的に思考し問題解

決する能力を高め、同質性の高い学習環境の中で学生の視野が制約を受け将来の成長に不利に

なることがないようにすることが目指されており、それは、社会正義の実現だけでなく、大学

が卓越性を追求する必要条件の 1 つだとみなされている。ここで言う多様性には、地域バラン

ス、社会経済的地位の多様性や、民族集団（原語は「族群」）の多様性などが含まれている(68)。 

 また、多様な資料の採用という点では、試験の成績を主たる指標とすることで高校教育の教

育内容や進度に影響を与えたり受験対応になったりすることがないようにすることが強調され、

とりわけ、入学者選抜では「総合的な学習表現」の採用を強化することが謳われている。この

「総合的な学習表現」は、学科能力テストと、指定科目試験から変更される分科テスト（原語

は「分科測験」）という 2 つの試験と並んで生徒が学習成果を表現する資料であり、統一的な学

力筆記試験によって評価することはできないが生徒の多面的な実力や潜在的な能力が現れた各

種の表現であるとされ、①高校での学習履歴に関する資料と、②大学の募集単位が実施する面

接試験や筆記試験、実技などの 2 種類が含まれる。このように、入学者選抜において用いられ

る指標は大きく、学科能力テストと分科テストという試験と、「総合的な学習表現」に分けられ、

これらが入学ルートごとに組み合わされる形で整理されている(69)。 

 「総合的な学習表現」の重要な資料である学習履歴は、当該生徒の基本データのほか、①学

習の記録（科目履修の単位や成績）、②教育課程での学習成果、③多様な表現、④学習履歴につ

いて生徒が自ら作成する自述文、⑤大学が求めるその他の資料から構成される。②教育課程で

の学習成果には生徒が作成した作品やレポートなどが含まれ、③多様な表現には、学校内外で
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大学入学者選抜の理念と方法は多面的で総合的な評価に向かうこと、が挙げられている(65)。 

 次に、2019 年から新たな教育課程要綱が採用された。この新たな要綱では、従来の要綱と比

べて次のような相違点が見られる。第一に、生徒の適性にあった履修が強調され、修得すべき

単位数が減少するとともに、必修科目に割り当てられる単位数が減らされた。第二に、必修科

目として教育部が定める科目とともに各学校が自らの特色にあわせて必修とする科目が置かれ、

選択科目も、教育部が定める、各教科の発展的な選択科目（原語は「加深加広選修」）と、各学

校が自ら設定する追加的で多様な選択科目から構成されることになった。第三に、毎週 1～3 時

間の範囲で弾力的な学習時間が設定され、生徒の主体的な精神を重視するとされている(66)。 

 これをふまえて、大学の入学試験と学生募集の理念と原則が示されている。目標は、「大学入

学者選抜を多元化し、高校教育を活性化し、学生の学習を全体的に整え、社会的な流動を促進

する」（原語は「大学選才多元、高中教学活化、学生学習完整、促進社会流動」）とされている。

また、原則として、①大学入学者選抜は多様なルートと多様な資料の採用という方式を維持し、

入学試験と学生募集の設計では新課程要綱が強調するリテラシー及び分野横断的で多様な選択

履修の精神を推し進めるのに有益であること、②学生募集ルートは申請入学を主とし、学習の

履歴を重視して、多様な種類の資料の検査により学生の適性の発達を奨励するとともに、高校

での学習を整ったものにし、生徒が高校で学んだことを大学教育に接続できるようにすること、

③入学試験は入学者選抜のニーズにあうように実施し、高校の必修科目について基本的なコア

能力を評価し、発展的選択科目についてより高次の学習成果を評価することが示されている(67)。 

 このうち、多様な入学ルートの維持は、多様な学生が大学に入学することが目的としている。

多様な学生が相互に受け入れ互いに尊重する学習環境を通じて、学生が多面的に思考し問題解

決する能力を高め、同質性の高い学習環境の中で学生の視野が制約を受け将来の成長に不利に

なることがないようにすることが目指されており、それは、社会正義の実現だけでなく、大学

が卓越性を追求する必要条件の 1 つだとみなされている。ここで言う多様性には、地域バラン

ス、社会経済的地位の多様性や、民族集団（原語は「族群」）の多様性などが含まれている(68)。 

 また、多様な資料の採用という点では、試験の成績を主たる指標とすることで高校教育の教

育内容や進度に影響を与えたり受験対応になったりすることがないようにすることが強調され、

とりわけ、入学者選抜では「総合的な学習表現」の採用を強化することが謳われている。この

「総合的な学習表現」は、学科能力テストと、指定科目試験から変更される分科テスト（原語

は「分科測験」）という 2 つの試験と並んで生徒が学習成果を表現する資料であり、統一的な学

力筆記試験によって評価することはできないが生徒の多面的な実力や潜在的な能力が現れた各

種の表現であるとされ、①高校での学習履歴に関する資料と、②大学の募集単位が実施する面

接試験や筆記試験、実技などの 2 種類が含まれる。このように、入学者選抜において用いられ

る指標は大きく、学科能力テストと分科テストという試験と、「総合的な学習表現」に分けられ、

これらが入学ルートごとに組み合わされる形で整理されている(69)。 

 「総合的な学習表現」の重要な資料である学習履歴は、当該生徒の基本データのほか、①学

習の記録（科目履修の単位や成績）、②教育課程での学習成果、③多様な表現、④学習履歴につ

いて生徒が自ら作成する自述文、⑤大学が求めるその他の資料から構成される。②教育課程で

の学習成果には生徒が作成した作品やレポートなどが含まれ、③多様な表現には、学校内外で

の活動、ボランティア、コンクールの結果、生徒会活動の経歴、検定の証明などが含まれる。

また、④学習履歴についての自述文は、高校での学習履歴の振り返りや大学での学習動機、将

来の学習計画などを含むとされている。そして、これらの資料を信頼をもって整えることがで

きるように、教育部に高校学習履歴データベースを設置して、生徒が 3 年の在学期間中に各項

目にある学校内外の学習成果や活動、コンクールの参加状況を少しずつ蓄積できるようにし、

高校 3 年次になってわざわざ作成しなくてもよいようにすることが謳われている。各項目のう

ち、基本データと①学習の記録は教育部のデータベースから情報が提供され、その他の項目は

生徒が自らアップロードすることになっている。そして、受験の際は、志願した大学・募集単

位の要求に応じてこのデータベースから関連する項目の資料を選んで提出することになる(70)。 

 一方、学科能力テストと分科テストという 2 つの試験についても、次のような改革が行われ

ている。まず、学科能力テストは受験者のコア能力を評価し、分科テストは高次の科目の能力

を評価することとされ、受験者の受験圧力を低下させることも目的として、2 つの試験で求め

る科目は重複させないことを原則とするとされた。また、国語と英語は、発展的選択科目にお

いても必履修の単位数が設定されていることで生徒の言語能力の向上が可能である点や選択科

目に試験の影響を与えない点から、分科テストでは試験科目としないことになった(71)。 

 このように台湾では、1990 年代半ばに導入された多様な入学者選抜ルートが維持されつつ、

近年では高校教育課程の改訂もあり、一方では 2 つの全国統一の学力筆記試験の変更や高校英

語リスニングテストの導入といった全国共通の学力試験の見直しが進められ、他方で全国統一

の学力筆記試験のみによる選抜の比重を小さくし、学習履歴のデータベースの活用を含めた「総

合的な学習表現」を重視した選抜を拡大してきているのである。 

3．中国 
（１）制度の変遷 

中国における大学入学者選抜の基本的な制度として「高考」と呼ばれる大規模な全国統一大

学入学試験が存在することはよく知られている。この試験は 1952 年に導入された。例えば 1953

年の実施規定によれば、全国の大学は統一的な学生募集を行うこと、全国の大学の学生募集定

員は中央人民政府の高等教育部及び教育部が統一的に規定すること、全国統一の学生募集試験

（原語は「全国高等学校統一招生考試」）は 8 月 20 日から 22 日の 3 日間実施すること、試験科

目は統一的に政治常識、国語（原語は「本国語文」）、国内外歴史・地理（原語は「中外史地」）、

外国語（ロシア語または英語）、数学、物理、化学、生物とするが、学問分野ごとの要求に応じ

るために分野によって異なる基準を設けて合格者を決定すること、それぞれの地域に大学学生

募集委員会を設置してこの委員会が当該地域における学生募集活動を組織することなどが定め

られていた(72)。こうした規定のいくつかはその後見直しが行われたものの、この試験は、文化

大革命の時期（1966－1976 年）を含む一部の期間を除いて(73)、現在まで一貫して、基本的に全

国統一の制度として、また最も主要な選抜方法として維持されてきている。そして、現在でも

大学入学者の多くがこの試験の成績によって選抜されている。そこでまず、2022 年の規定を手

がかりにして、この試験の現在の基本的な制度枠組みを整理しておこう(74)。 

この試験による学生募集にあたって、各大学は新入生募集章程を公布することになっている。
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そこには、機関の名称、所在地、学生を募集する学歴の水準（本科、専科）、類型（普通高等教

育機関か成人高等教育機関か、公立機関か民営機関か独立学院か、高等専科学校か高等職業技

術学校かなど）、学生募集計画・分配の原則と方法、対象省に配分されない定員（予備留保計画）

数とその使用原則、外国語に関する要求、身体的条件、受け入れ規則（受験者に対する加算成

績の使用、成績が同じ受験者の処理、受験者の専攻配分方法など）、学費基準、学生への経済支

援策、学歴証書を交付する機関の名称、連絡先などが含まれている。このうち、学生募集計画・

分配の原則と方法では、学生を募集する単位（専攻）ごとにどの省・自治区・直轄市（以下、

省と略）から何名の新入生を受け入れるのかが示される。この新入生募集計画は教育部でとり

まとめられた後、各省の新入生募集事務室に送られ、省ごとに公表される。 

毎年の新入生募集人数がこのように各大学の募集単位（専攻）ごとに 1 つないし複数の省に

配分されているのは、中国の大学入学者選抜制度における大きな特徴である。このことはまず、

受験者は、所在省に募集定員が配分された大学、専攻しか志願できないことを表している。ま

た、募集定員が各省に配分されていることから、その定員をめぐる競争はあくまでも当該省の

中で完結する。この試験の主要な受験者は普通高級中学の卒業生だが(75)、その人数は省によっ

て大きく違っている。しかし、募集定員がその人数比で決まっているわけではないし、人気の

ある有名大学は沿海地域や各地域の主要都市に偏在しているため、競争の度合いは省によって

かなり異なることになる。さらに、試験の全体的な枠組みは統一的だが、試験は具体的には省

ごとに実施されている。このことから、省を単位として試験改革を進めることが可能になる。 

出願の受付は各省の新入生募集委員会によって行われ、受験者は原則として戸籍が所在する

省の新入生募集委員会（原語は「高校招生委員会」）が定める期間と場所、方法で出願する。 

試験は 6 月 7 日から実施される。全国統一の日程としては、6 月 7 日午前に国語（原語は「語

文」）、午後に数学、6 月 8 日午前に文科総合／理科総合、午後に外国語が設定されている。た

だし、従来は全国同じ日程で同じ科目が課され統一問題が用いられていたが、現在では、省で

独自の試験科目を設定することや、全国統一の試験問題を用いず省レベルで試験問題を用意す

ることも認められている。また、全国版の試験問題も複数用意されている(76)。つまり、この試

験は、全国的な制度とは言え、実際の試験科目や出題は省によって必ずしも同じではない。 

合格者の決定も省を単位として行われる。このとき中心的な役割を果たすのは、各省の新入

生募集委員会である。この委員会が、当該省において学生募集を行う大学をいくつかのグルー

プに分け、グループごとに合格最低基準を設けてその基準に達している者について大学に情報

を提供する。それを受けて、各大学は、検討対象とする受験者を募集人数の 120％以内で定め、

上述した新入生募集章程における受け入れ原則に照らして合格者を決定する。このとき、思想

政治品徳や身体の健康状況についても確認されることになっている。また、特定の条件を満た

す受験者には一定程度加算点が与えられる(77)。 

中国の大学入学者選抜ではこの「高考」が圧倒的な存在感を示しているが、その他の選抜方

法も見られる。1980 年代には特別な条件を有する者を対象とする推薦入学制度が整備された。

例えば 1985 年の規定では、推薦を受けるのは、徳・知・体のすべてで優秀であり、徳育及び体

育の面でかなりよくて知力の面で抜きんでていて、創造的な能力がかなり優れている者であり、

生徒自身の志願、クラス担任と授業担当教師の推薦を基礎として、高校が長期にわたる審査に
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そこには、機関の名称、所在地、学生を募集する学歴の水準（本科、専科）、類型（普通高等教

育機関か成人高等教育機関か、公立機関か民営機関か独立学院か、高等専科学校か高等職業技

術学校かなど）、学生募集計画・分配の原則と方法、対象省に配分されない定員（予備留保計画）

数とその使用原則、外国語に関する要求、身体的条件、受け入れ規則（受験者に対する加算成

績の使用、成績が同じ受験者の処理、受験者の専攻配分方法など）、学費基準、学生への経済支

援策、学歴証書を交付する機関の名称、連絡先などが含まれている。このうち、学生募集計画・

分配の原則と方法では、学生を募集する単位（専攻）ごとにどの省・自治区・直轄市（以下、

省と略）から何名の新入生を受け入れるのかが示される。この新入生募集計画は教育部でとり

まとめられた後、各省の新入生募集事務室に送られ、省ごとに公表される。 

毎年の新入生募集人数がこのように各大学の募集単位（専攻）ごとに 1 つないし複数の省に

配分されているのは、中国の大学入学者選抜制度における大きな特徴である。このことはまず、

受験者は、所在省に募集定員が配分された大学、専攻しか志願できないことを表している。ま

た、募集定員が各省に配分されていることから、その定員をめぐる競争はあくまでも当該省の

中で完結する。この試験の主要な受験者は普通高級中学の卒業生だが(75)、その人数は省によっ

て大きく違っている。しかし、募集定員がその人数比で決まっているわけではないし、人気の

ある有名大学は沿海地域や各地域の主要都市に偏在しているため、競争の度合いは省によって

かなり異なることになる。さらに、試験の全体的な枠組みは統一的だが、試験は具体的には省

ごとに実施されている。このことから、省を単位として試験改革を進めることが可能になる。 

出願の受付は各省の新入生募集委員会によって行われ、受験者は原則として戸籍が所在する

省の新入生募集委員会（原語は「高校招生委員会」）が定める期間と場所、方法で出願する。 

試験は 6 月 7 日から実施される。全国統一の日程としては、6 月 7 日午前に国語（原語は「語

文」）、午後に数学、6 月 8 日午前に文科総合／理科総合、午後に外国語が設定されている。た

だし、従来は全国同じ日程で同じ科目が課され統一問題が用いられていたが、現在では、省で

独自の試験科目を設定することや、全国統一の試験問題を用いず省レベルで試験問題を用意す

ることも認められている。また、全国版の試験問題も複数用意されている(76)。つまり、この試

験は、全国的な制度とは言え、実際の試験科目や出題は省によって必ずしも同じではない。 

合格者の決定も省を単位として行われる。このとき中心的な役割を果たすのは、各省の新入

生募集委員会である。この委員会が、当該省において学生募集を行う大学をいくつかのグルー

プに分け、グループごとに合格最低基準を設けてその基準に達している者について大学に情報

を提供する。それを受けて、各大学は、検討対象とする受験者を募集人数の 120％以内で定め、

上述した新入生募集章程における受け入れ原則に照らして合格者を決定する。このとき、思想

政治品徳や身体の健康状況についても確認されることになっている。また、特定の条件を満た

す受験者には一定程度加算点が与えられる(77)。 

中国の大学入学者選抜ではこの「高考」が圧倒的な存在感を示しているが、その他の選抜方

法も見られる。1980 年代には特別な条件を有する者を対象とする推薦入学制度が整備された。

例えば 1985 年の規定では、推薦を受けるのは、徳・知・体のすべてで優秀であり、徳育及び体

育の面でかなりよくて知力の面で抜きんでていて、創造的な能力がかなり優れている者であり、

生徒自身の志願、クラス担任と授業担当教師の推薦を基礎として、高校が長期にわたる審査に

基づいて推薦生徒の名簿を確定し公布するとされた(78)。しかしその後、合格者決定の基準のあ

いまいさや不正行為の発生などが問題となって、総合能力測定試験が課されるようになったり

徐々に出願条件が厳格化されたりした(79)。現在は、明確に優秀だと認められるごく少数の者だ

けを対象とするものになっている。2022 年の規定では、科学オリンピックの国家代表訓練に参

加した者、一部の外国語中学が推薦する優秀な生徒、公安英烈の子女(80)、引退したスポーツ選

手などとなっており(81)、従来あった省レベルの優秀生徒という出願条件は削除されている。 

また、2003 年には自主学生募集（原語は「自主招生」）制度が導入された。これは、学力試験

を基礎とし各大学での多様な評価に基づいて合格者を決定する制度の充実や大学の運営自主権

のいっそうの拡大を目的として、大学が自主的に選抜・受け入れを行う制度である。各大学が

自ら定めた条件に合致した者に対して自ら学力試験や面接試験などを行い、あわせて全国統一

大学入学試験で基準に達すれば合格となる。しかし、この制度は 2019 年までで廃止された。 

このように、中国では全国統一の学力筆記試験である「高考」による選抜が一貫して大きな

役割を果たしているが、それとともに、高校在学中の評価をもとに推薦を受ける制度や各大学

での選抜を「高考」と組み合わせる制度も、小規模ながら実施されてきたのである。 

（２）近年の改革動向 

以上のように、基本的には「高考」の成績が大きな意味を持つ選抜制度が維持されてきてい

るが、2010 年代後半からはそれをもとにしつつ大きな改革が進められている。 

2010 年に策定された「国家中長期教育改革・発展計画要綱（2010－2020 年）」は、2020 年ま

での 10 年間にわたる教育の改革と発展の基本的な方向性を示した政府文書である。この中で、

「体制改革」の 1 つとして試験・学生募集制度改革が取り上げられた。具体的には、一度の試

験で一生が決まってしまうという弊害を克服し、素質教育の実施と創造的な人材の育成を推し

進めるために、大学入学試験の内容と形式の改革を行い総合的な資質能力の検査を重視するこ

と、高等教育機関の種類ごとに分類して入学試験を行うこと、普通高等教育の本科課程におけ

る学生募集では統一入学試験を基本形式とし、学業水準の試験と総合的な資質の評価を組み合

わせて優秀な者を選ぶこと、特長が顕著で大学の要求に合致する者については面接試験や測定

試験の結果をもとに主体的に合格者を決定することなどが示された(82)。 

こうした大きな方針のもとで、2014 年 9 月には国務院から「試験・学生募集制度の改革を深

化させることに関する実施意見」が出された。この文書では、30 年にわたる入学試験や学生募

集の制度改革の成果を振り返りつつ、改めて、点数至上主義が生徒の全面的な発達に影響を与

えてきたことや、一度の試験が一生を決めてしまうため生徒の負担が大きいこと、地域によっ

て入学機会に格差があることなど社会的に影響の大きい問題があるとされた。そして、2014 年

から改革を試行し 2017 年からそれを全面的に推し進めて、2020 年には中国の特色を有する現

代的な試験・学生募集制度を基本的に作り上げるという方針が示された。具体的な改革として、

高校学業水準試験（原語は「高級中学学業水平考試」。以下、学業水準試験と略）を改善して高

校卒業と大学進学の重要な拠りどころとすること、高校における学生総合資質評価を規準に

あったものとして生徒の徳・知・体・美の全面的な発達の状況を反映させ、高校卒業と大学進

学の重要な参考にすること、全国統一大学入学試験の内容を改革して受験者の自ら思考する力
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や学んだ知識を用いて問題を分析したり解決したりする能力の検査に重点を置くことなどが挙

げられた。また、「高考」総合改革として、試験科目を全国統一大学入学試験の 3 科目（国語、

数学、外国語）と学業水準試験の 3 科目（思想政治、歴史、地理、物理、化学、生物から生徒

自身が選択）とし、これらの成績に基づき総合資質評価を参考にする仕組みを模索すること、

外国語科目には二度の受験機会を用意することが示された(83)。 

これを受けて、2014 年 12 月には教育部から学業水準試験の実施に関する通知が出された。

この試験は、国が規定する学習要求の到達度を測定することを目的として、国の普通高級中学

課程標準（日本の高等学校学習指導要領に相当）と教育試験に関する規定に基づいて実施され

る。試験科目は教育課程で設定されているすべての科目で、そのうち国語、数学、外国語、思

想政治、歴史、地理、物理、化学、生物といった主要科目は省レベルの教育行政部門が統一し

て試験を実施し、芸術、体育・健康、技術、情報技術などの科目は省レベルの教育行政部門が

統一して基準を設定し、実施方法を確定するとされている。試験は、1 年次に 2 科目程度、2 年

次に 6 科目程度、3 年次に 6 科目程度というように 3 年間を通じて受験することになっていて、

基本的には学期末に実施されるが、条件の整った省には生徒が同じ科目を複数回受験したり試

験科目の選択を変更したりできるようにすることが求められている。この試験の成績は、①卒

業（及びそれと同等の学力を有すること）を認定する際の根拠、②入学者選抜における大学へ

の情報提供、③教育活動に関する分析と改善のためのフィードバックなどに利用される(84)。 

同時に、総合資質評価の強化・改善についても教育部から関連の通知が出された。総合資質

評価は、生徒の全面的な発達についての観察、記録、分析であり、生徒の良好な個性の発現と

育成の重要な手段であって、素質教育をいっそう推進するための重要な制度だと位置づけられ

ている。評価の内容は、党の教育方針に依拠し、生徒の全面発達の状況と個性・特長を反映し、

生徒の社会的責任感、創造的精神と実践能力の調査を重視するとされ、具体的には、①思想品

徳、②学業水準、③心身の健康、④芸術的素養、⑤社会実践の 5 つの側面について評価するこ

とになっている。⑤社会実践には、技術科目での実習、生産労働、軍事訓練、参観学習、社会

調査などが含まれ、実践活動に参加した回数や継続期間、作成した作品や調査報告などに重点

が置かれる。評価の手順は、まず①関連する材料の収集と事実の記録、続いて②材料と記録の

整理と代表的な活動及び関連する材料の選択が行われる。③選択されたものは教室や校内の掲

示板、Web サイト上で公示されて間違いがないか審査認定が行われ、その後④学校によって評

価書が作成される。評価書には、これらの側面における傑出した成果や、卒業時における生徒

自身が作成する陳述文と教師の評語、事実を証明する材料などが含まれる。評価書は、校内で

の指導に用いられるとともに、大学入学者選抜時に大学に提供されることになっている(85)。 

このような方針のもとで、一部の地域で学業水準試験の成績や総合資質評価の結果を大学入

学者選抜に利用する取り組みが始まった。新たな大学入学者選抜の仕組みは、上海市と浙江省

で 2014 年に試行が始まって 2017 年の大学入学者選抜から実施されたのを皮切りに、北京市、

天津市、山東省、海南省では 2017 年に導入され（大学入学者選抜の実施は 2020 年から）、続い

て河北省、遼寧省、江蘇省、福建省、湖北省、湖南省、広東省、重慶市の 8 省・市では 2018 年

に導入された（大学入学者選抜の実施は 2021 年から）。繰り返しになるが、全国統一大学入学

試験と言いながら実際には募集定員が各省に配分され省ごとに入学者選抜が行われていること
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や学んだ知識を用いて問題を分析したり解決したりする能力の検査に重点を置くことなどが挙

げられた。また、「高考」総合改革として、試験科目を全国統一大学入学試験の 3 科目（国語、

数学、外国語）と学業水準試験の 3 科目（思想政治、歴史、地理、物理、化学、生物から生徒

自身が選択）とし、これらの成績に基づき総合資質評価を参考にする仕組みを模索すること、

外国語科目には二度の受験機会を用意することが示された(83)。 

これを受けて、2014 年 12 月には教育部から学業水準試験の実施に関する通知が出された。

この試験は、国が規定する学習要求の到達度を測定することを目的として、国の普通高級中学

課程標準（日本の高等学校学習指導要領に相当）と教育試験に関する規定に基づいて実施され

る。試験科目は教育課程で設定されているすべての科目で、そのうち国語、数学、外国語、思

想政治、歴史、地理、物理、化学、生物といった主要科目は省レベルの教育行政部門が統一し

て試験を実施し、芸術、体育・健康、技術、情報技術などの科目は省レベルの教育行政部門が

統一して基準を設定し、実施方法を確定するとされている。試験は、1 年次に 2 科目程度、2 年

次に 6 科目程度、3 年次に 6 科目程度というように 3 年間を通じて受験することになっていて、

基本的には学期末に実施されるが、条件の整った省には生徒が同じ科目を複数回受験したり試

験科目の選択を変更したりできるようにすることが求められている。この試験の成績は、①卒

業（及びそれと同等の学力を有すること）を認定する際の根拠、②入学者選抜における大学へ

の情報提供、③教育活動に関する分析と改善のためのフィードバックなどに利用される(84)。 

同時に、総合資質評価の強化・改善についても教育部から関連の通知が出された。総合資質

評価は、生徒の全面的な発達についての観察、記録、分析であり、生徒の良好な個性の発現と

育成の重要な手段であって、素質教育をいっそう推進するための重要な制度だと位置づけられ

ている。評価の内容は、党の教育方針に依拠し、生徒の全面発達の状況と個性・特長を反映し、

生徒の社会的責任感、創造的精神と実践能力の調査を重視するとされ、具体的には、①思想品

徳、②学業水準、③心身の健康、④芸術的素養、⑤社会実践の 5 つの側面について評価するこ

とになっている。⑤社会実践には、技術科目での実習、生産労働、軍事訓練、参観学習、社会

調査などが含まれ、実践活動に参加した回数や継続期間、作成した作品や調査報告などに重点

が置かれる。評価の手順は、まず①関連する材料の収集と事実の記録、続いて②材料と記録の

整理と代表的な活動及び関連する材料の選択が行われる。③選択されたものは教室や校内の掲

示板、Web サイト上で公示されて間違いがないか審査認定が行われ、その後④学校によって評

価書が作成される。評価書には、これらの側面における傑出した成果や、卒業時における生徒

自身が作成する陳述文と教師の評語、事実を証明する材料などが含まれる。評価書は、校内で

の指導に用いられるとともに、大学入学者選抜時に大学に提供されることになっている(85)。 

このような方針のもとで、一部の地域で学業水準試験の成績や総合資質評価の結果を大学入

学者選抜に利用する取り組みが始まった。新たな大学入学者選抜の仕組みは、上海市と浙江省

で 2014 年に試行が始まって 2017 年の大学入学者選抜から実施されたのを皮切りに、北京市、

天津市、山東省、海南省では 2017 年に導入され（大学入学者選抜の実施は 2020 年から）、続い

て河北省、遼寧省、江蘇省、福建省、湖北省、湖南省、広東省、重慶市の 8 省・市では 2018 年

に導入された（大学入学者選抜の実施は 2021 年から）。繰り返しになるが、全国統一大学入学

試験と言いながら実際には募集定員が各省に配分され省ごとに入学者選抜が行われていること

によって、このように省を単位として試験実施方法を変更することが可能となっている。 

一例として北京市を取り上げると、同市では 2022 年、次のように大学入学者の選抜が行われ

た。全国統一大学入学試験としては、6 月 7 日に国語と数学、8 日に英語または他の外国語の 3

科目が行われ、続いて 6 月 9 日、10 日の 2 日間で学業水準試験として思想政治、歴史、地理、

物理、化学、生物の中から 3 科目を選んで受験する。英語についてはこれとは別に事前にリス

ニング試験が課されている。本科課程への入学を希望する場合には、国語、数学、外国語は各

150 点、学業水準試験の 3 科目は各 100 点で合算され、その点数に基づいて合格者が決定され

る。その際、総合資質評価の内容が参考として用いられるとされ、具体的な利用のしかたは学

生を募集する各大学が新入生募集章程の中で明記することとされていた(86)。 

また、従来の自主学生募集制度に代えて 2020 年から「基礎分野学生募集改革プロジェクト」

（略称は「強基計画」）が新たに始まった。これは、新たな選抜方法と大学入学後の教育を一体

的に組み合わせる試みで、総合的な資質が優れた学生を受け入れて特別な枠で養成することに

より国の重要戦略に必要な人材を送り出すことが目指され、選抜の過程で全面的、総合的な評

価を行うことで、高校が生徒の成長過程や総合的な資質の育成をいっそう重視するようになる

ことが期待されている。学生募集は、大学があらかじめ出願条件を提示したうえで、それに合

致する受験者について、各大学は全国統一大学入学試験の成績に基づいて一定倍率の者を選ん

で大学ごとに総合考査を実施し、①全国統一大学入学試験の成績と②大学で行った総合考査の

結果、それと③総合資質評価の状況を一定の比率で合算して総合成績を算出し、その成績で合

否を決定する。その際、総合資質評価をどのように利用するかは各大学が定める(87)。 

例えば、清華大学では 2022 年、次のように選抜が行われた。募集対象は、全国統一大学入学

試験の出願条件に合致していて、大きな志を持ち、卓越性を追求し、総合的な資質が優れてい

るか基礎分野で抜きんでているとともに、将来関連する分野の科学研究活動に従事する志を持

つ者とされる。そして、全国統一大学入学試験に参加して成績が各省における募集人数の 6 倍

以内でかつ当該省における一般的な合格最低基準に達した者を対象に、大学で基礎的な能力を

測る筆記試験（理系分野は数学、物理、化学、文系分野は数学、国語、歴史）と総合資質面接、

それから身体資質検査が行われる。身体資質検査の項目は、身長・体重、肺活量、踏み台昇降

テスト、長座体前屈、立ち幅跳びである。そして、全国統一大学入学試験の成績と大学が行う

試験・検査の成績を 85：15 で合算して合格者が決定される。身体資質検査の結果は成績には含

まれないが、検査に参加しなければ不合格となる(88)。 

このように中国では、従来から実施されている全国統一大学入学試験が現在まで維持されて

いるが、近年、それも利用しつつ高校での学習成績や様々な活動の記録をあわせて選抜する仕

組みが模索され、導入が進められている。ただし、高校での多様な活動の成果を材料に基づい

て示す総合資質評価は、合否決定の際には依然として参考程度の利用にとどまっている。 

4．考察 
以上、韓国、台湾、中国における大学入学者選抜制度の変遷と近年の改革動向について検討

してきた。3 か国の状況を改めて整理すれば、それぞれ次のようになろう。 

 韓国では、1994 年に大学での修学能力を測る全国統一型の筆記試験として修能試験が導入さ
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れ、1997 年の学生簿の導入によって教科成績に加えて高校段階での様々な活動が記録されるよ

うになった。2007 年には「入学査定官制」が導入されて、学力筆記試験以外の指標を活用して

生徒の多様な資質・能力等を評価する選抜が行われ、同時期に入学者選抜の多様化・複雑化が

進んだ。それに対して、2015 年には「簡素化」が行われ、選抜に用いる指標によって入学者選

抜ルートが整理されて学生簿中心の随時募集と修能試験中心の定時募集という構造が明確に

なった。近年では、随時募集が全体の約 8 割にまで拡大して修能試験中心の定時募集が縮小し

ている。「入学査定官制」をはじめとする入学者選抜での学生簿の活用は、高校教育の正常化や

入学者の多様化などの一定の成果を挙げてきている一方で、評価の公正性や信頼性などの面で

課題や疑念も指摘されている。2019 年に行われた学生簿総合選考の実態調査では問題点が多数

指摘され、大学入学者選抜の公正性、評価の透明性の向上が課題となった。それを受けて、「大

学入学制度公正性強化方案」では、学生簿の記載内容や評価過程の改善、そして定時募集の拡

大が推進されている。ただし、一部の大学では定時募集を拡大しながらも、そこでの学生簿の

比重を高める動きも見られる。また、修能試験についても高校教育課程の改訂にあわせた改革

が進められ、現在は高校に導入される予定の単位制に対応した改革も検討されている。 

台湾では、1950 年代から連合募集が実施され、選抜方法として連合大学入学試験が行われて

きたが、1990 年代以降は、基礎的な能力を測定する学科能力テストが新たに始められて 2 つの

試験を組み合わせて選抜が行われるようになるとともに、学科能力テストの成績も利用しつつ

それ以外の多様な指標を用いて選抜を行うルート（「選抜入学制」）が導入された。2007 年から

は高校在学時の成績を主たる選抜指標とする「繁星計画」も始まった。近年では、こうした多

様な入学者選抜ルートを維持しつつ、一方では 2 つの全国統一の学力筆記試験の変更（学科能

力テストにおける試験科目数の減少や国語における作文問題の導入、分科テストにおける国語

及び英語の不出題など）や高校英語リスニングテストの導入といった全国共通の学力試験の見

直しが進められ、他方で全国統一の学力筆記試験のみによる選抜の比重を小さくし、学科能力

テストの成績を用いつつも受験者から提出される資料の審査や募集単位が行う面接試験、筆記

試験などによる「総合的な学習表現」を重視した選抜を拡大させてきている。そして、「総合的

な学習表現」を評価する際に用いられる資料等を集約するための学習履歴データベースの構築

が行われている。近年のこうした改革は、高校教育課程の改訂とも連動している。 

中国では、1952 年から、一部の期間を除いて、全国統一大学入学試験を用いた大学入学者選

抜制度が維持されている。この制度では、各大学・募集単位の新入生募集人数が各省に配分さ

れており、大学進学をめぐる競争は省を単位として行われている。統一の試験も、省が独自に

試験科目を設定したり試験問題を用意したりすることができ、省ごとの多様性が生じている。

近年では、この選抜制度において学業水準試験の成績や総合資質評価の結果を組み込む改革が

省ごとに徐々に進められている。総合資質評価には①思想品徳、②学業水準、③心身の健康、

④芸術的素養、⑤社会実践の 5 つの側面についての評価が含まれ、高校在学中に資料を収集し

ながら記録が作成されていく。もっとも、学業水準試験の成績は一定の比率で全国統一大学入

学試験の成績と合算されることになっているが、総合資質評価の結果は参考程度の利用にとど

まっている。また、一度きりの試験によって合否が決まることの弊害を克服することや入学者

選抜における大学の権限を拡大することを目的として、推薦入学制度や自主学生募集制度が導
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れ、1997 年の学生簿の導入によって教科成績に加えて高校段階での様々な活動が記録されるよ

うになった。2007 年には「入学査定官制」が導入されて、学力筆記試験以外の指標を活用して

生徒の多様な資質・能力等を評価する選抜が行われ、同時期に入学者選抜の多様化・複雑化が

進んだ。それに対して、2015 年には「簡素化」が行われ、選抜に用いる指標によって入学者選

抜ルートが整理されて学生簿中心の随時募集と修能試験中心の定時募集という構造が明確に

なった。近年では、随時募集が全体の約 8 割にまで拡大して修能試験中心の定時募集が縮小し

ている。「入学査定官制」をはじめとする入学者選抜での学生簿の活用は、高校教育の正常化や

入学者の多様化などの一定の成果を挙げてきている一方で、評価の公正性や信頼性などの面で

課題や疑念も指摘されている。2019 年に行われた学生簿総合選考の実態調査では問題点が多数

指摘され、大学入学者選抜の公正性、評価の透明性の向上が課題となった。それを受けて、「大

学入学制度公正性強化方案」では、学生簿の記載内容や評価過程の改善、そして定時募集の拡

大が推進されている。ただし、一部の大学では定時募集を拡大しながらも、そこでの学生簿の

比重を高める動きも見られる。また、修能試験についても高校教育課程の改訂にあわせた改革

が進められ、現在は高校に導入される予定の単位制に対応した改革も検討されている。 

台湾では、1950 年代から連合募集が実施され、選抜方法として連合大学入学試験が行われて

きたが、1990 年代以降は、基礎的な能力を測定する学科能力テストが新たに始められて 2 つの

試験を組み合わせて選抜が行われるようになるとともに、学科能力テストの成績も利用しつつ

それ以外の多様な指標を用いて選抜を行うルート（「選抜入学制」）が導入された。2007 年から

は高校在学時の成績を主たる選抜指標とする「繁星計画」も始まった。近年では、こうした多

様な入学者選抜ルートを維持しつつ、一方では 2 つの全国統一の学力筆記試験の変更（学科能

力テストにおける試験科目数の減少や国語における作文問題の導入、分科テストにおける国語

及び英語の不出題など）や高校英語リスニングテストの導入といった全国共通の学力試験の見

直しが進められ、他方で全国統一の学力筆記試験のみによる選抜の比重を小さくし、学科能力

テストの成績を用いつつも受験者から提出される資料の審査や募集単位が行う面接試験、筆記

試験などによる「総合的な学習表現」を重視した選抜を拡大させてきている。そして、「総合的

な学習表現」を評価する際に用いられる資料等を集約するための学習履歴データベースの構築

が行われている。近年のこうした改革は、高校教育課程の改訂とも連動している。 

中国では、1952 年から、一部の期間を除いて、全国統一大学入学試験を用いた大学入学者選

抜制度が維持されている。この制度では、各大学・募集単位の新入生募集人数が各省に配分さ

れており、大学進学をめぐる競争は省を単位として行われている。統一の試験も、省が独自に

試験科目を設定したり試験問題を用意したりすることができ、省ごとの多様性が生じている。

近年では、この選抜制度において学業水準試験の成績や総合資質評価の結果を組み込む改革が

省ごとに徐々に進められている。総合資質評価には①思想品徳、②学業水準、③心身の健康、

④芸術的素養、⑤社会実践の 5 つの側面についての評価が含まれ、高校在学中に資料を収集し

ながら記録が作成されていく。もっとも、学業水準試験の成績は一定の比率で全国統一大学入

学試験の成績と合算されることになっているが、総合資質評価の結果は参考程度の利用にとど

まっている。また、一度きりの試験によって合否が決まることの弊害を克服することや入学者

選抜における大学の権限を拡大することを目的として、推薦入学制度や自主学生募集制度が導

入されてきた。2020 年からは「強基計画」と呼ばれる、入学者選抜と大学教育を一体化させる

やり方がとられている。ただし、これらのルートでの入学者数は少数にとどまっており、多く

の入学者は依然として全国統一大学入学試験を核とする方法で選ばれている。 

これら 3 つの国の状況を比較的に検討すれば、近年の改革の方向性として次のような点を指

摘することができる。第一に、全国統一型の学力筆記試験の成績を主たる指標とする選抜の縮

小と、学力筆記試験以外の多様な指標を用いた選抜の拡大がある。韓国では、1990 年代半ば以

降、修能試験の成績を主たる指標として用いる定時募集と、学生簿など受験者の提出書類を主

たる指標として用いる随時募集が区分されてそれぞれ実施されているが、近年では随時募集が

全体の約 8 割を占めるまで拡大している。ただし、学生簿の活用については公正性や信頼性の

面で課題や疑念も指摘されており、定時募集の比率を高めようとする動きが見られる。また、

台湾でも同じく 1990 年代半ばに、全国統一型の学力筆記試験を指標とする「試験配分入学」に

加えて、学科能力テストの成績と各大学・募集単位による面接試験・口述試験や書類審査等を

組み合わせた「選抜入学制」が導入され、2003 年からはさらに高校在学時の成績を主たる指標

として用いる「繁星計画」も始められた。その後、「試験配分入学」を経て大学に入学する者の

比率は大きく低下している。それに対して中国では、全国統一大学入学試験の成績を主たる指

標とする入学者選抜が今日まで一貫して大きな存在感を示しており、推薦入学制度のようなそ

の試験の成績を用いない選抜はごく小さな規模にとどまっている。「自主学生募集」制度や「強

基計画」といった多様な指標を用いるよう設計された選抜方法も導入されてはいるが、これら

の選抜でも全国統一大学入学試験で一定の成績を得ることが求められている。 

第二に、全国統一型の学力筆記試験の成績を主として用いる選抜の見直しがある。韓国では、

修能試験が他国の類似の試験に比べれば安定的に実施されているが、高校教育課程の改訂にあ

わせた改革が進められている。また、修能試験を主とする定時募集においても学生簿の評価を

点数に盛り込む大学が見られる。これに対して台湾では、受験者の基礎的能力を測る学科能力

テストにおける受験科目数の減少や国語における作文問題の導入、分科テストにおける国語及

び英語の不出題など試験制度自体の改革が行われると同時に、高校英語リスニングテストが導

入されている。加えて、「試験配分入学」では、受験者の負担を減少させるために、受験科目数

が限定されるようになっている。また中国では、全国統一大学入学試験の成績を主たる指標と

する選抜制度で学業水準試験の成績や総合資質評価の結果を組み合わせる改革が省を単位とし

て徐々に進められており、それにあわせて、全国統一大学入学試験での受験科目の減少が図ら

れている。それとともに、外国語について複数の受験機会を用意する取り組みも見られる。 

以上 2 点を組み合わせてみると、大学入学者選抜において全国統一型の学力筆記試験の成績

以外の指標、特に高校での学習や活動の成果に関する指標をより大きな比重で用いる傾向はど

の国でも共通しているものの、その用い方には国による違いがあることがわかる。すなわち、

韓国では修能試験の成績を主たる指標として用いる定時募集を縮小させ、随時募集を通じて多

様な指標による選抜を拡大している。台湾でも、全国統一型の学力筆記試験を指標とする「試

験配分入学」を縮小させ、学科能力テストの成績を用いつつも受験者の「総合的な学習表現」

を重視した「申請入学」を拡大させてきている。これに対して中国は、全国統一大学入学試験

の成績を主たる指標とする選抜制度を維持しつつそれに学業水準試験の成績や総合資質評価の
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結果を組み合わせる形で多様な指標を利用しようとしてきており、全国統一大学入学試験の成

績を用いない選抜は限定的な規模にとどまっているのである。 

第三に、このように高校での学習や活動の成果に関する指標が選抜で広く用いられる基盤と

して、どの国でも高校在学時の学習や活動の成果を蓄積する仕組みの構築が進められている。

韓国の学生簿は先行的な事例であり、高校での指導と進学のための資料として全国教育行政情

報システム上で教師が教科成績や校内の活動の記録を入力して作成される。記載内容には詳細

な規定があり、教師の観察・評価や生徒が作成した資料に基づくことになっている。台湾では、

「総合的な学習表現」の重要な資料である学習履歴として、教育課程での学習成果や多様な活

動の記録、学習履歴に関して生徒が作成する自述文などから構成されるデータベースが設置さ

れ、そこに含まれる情報は生徒が高校在学中に少しずつ蓄積できるようにするとされている。

中国でも、高校で総合資質評価を行う際に、素質教育の要素や社会実践に関連する材料や記録

を整理し、卒業時における生徒自身の陳述文と教師の評語も含んだ評価書が作成される。この

評価書は、校内で生徒指導に用いられるとともに、大学入学者選抜時に大学に提供される。 

このように、東アジア諸国における近年の大学入学者選抜改革は、選抜方法の多様化という

大きな流れの中で、高校での学習や活動の成果に関する指標をより大きな比重で選抜に用いる

ようになっている。その際、利用のしかたには、全国統一型の学力筆記試験の成績を主たる指

標とする選抜を縮小させ学力筆記試験以外の多様な指標を用いた選抜を拡大する方向性（韓国、

台湾）と、全国統一型の学力筆記試験の成績を主たる指標とする選抜を維持しつつそれと組み

合わせる形で利用する方向性（中国、韓国）がある。一方、そうした高校での学習や活動の成

果に関する指標を用いる基盤としてデータベースを構築することは共通して見られ、しかもど

の国でも高校教育課程の見直しや高校教育の評価と結びついて整備されている。 

おわりに 
本稿では、1990 年代から今日までの東アジア諸国において、大学入学者選抜で多様な指標が

どのように取り入れられてきているのかについて最近の改革動向に着目して比較的に検討し、

特に高校段階での学習や活動の成果の利用にどのような特徴があるのかを明らかにすることを

目的とした。東アジア各国で 1990 年代以降選抜方法の多様化が進められ、従来から実施されて

いた全国的な学力筆記試験の成績を主として用いる選抜に加えて、それ以外の多様な指標を用

いた選抜方法が導入されてきたことは、比較分析を行った先行研究ですでに明らかになってい

る。そのこともふまえつつ最近の改革動向を検討した結果、そうした多様化の傾向は変わらな

いものの、一方では韓国や台湾のように学力筆記試験以外の多様な指標を用いた選抜をより拡

大する傾向が見られ、他方で、韓国で先行的に取り組まれてきているが中国でも見られるよう

に、全国統一型の学力筆記試験の成績を主たる指標とする選抜を維持しつつそれと組み合わせ

る形で多様な指標を利用する改革が進められていること、また入学者選抜で用いられる多様な

指標のうち特に高校段階での学習や活動の成果に関する情報を蓄積する仕組みの構築が、高校

教育課程の見直しや高校教育の評価と結びついて進められていることが明らかになった。 

こうした東アジア諸国の状況に照らして日本の改革動向をみると、実態として学力筆記試験

の成績を主として用いる一般入試（一般選抜）を通じて大学に入学する者の比率が低下してい
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結果を組み合わせる形で多様な指標を利用しようとしてきており、全国統一大学入学試験の成

績を用いない選抜は限定的な規模にとどまっているのである。 

第三に、このように高校での学習や活動の成果に関する指標が選抜で広く用いられる基盤と

して、どの国でも高校在学時の学習や活動の成果を蓄積する仕組みの構築が進められている。

韓国の学生簿は先行的な事例であり、高校での指導と進学のための資料として全国教育行政情

報システム上で教師が教科成績や校内の活動の記録を入力して作成される。記載内容には詳細

な規定があり、教師の観察・評価や生徒が作成した資料に基づくことになっている。台湾では、

「総合的な学習表現」の重要な資料である学習履歴として、教育課程での学習成果や多様な活

動の記録、学習履歴に関して生徒が作成する自述文などから構成されるデータベースが設置さ

れ、そこに含まれる情報は生徒が高校在学中に少しずつ蓄積できるようにするとされている。

中国でも、高校で総合資質評価を行う際に、素質教育の要素や社会実践に関連する材料や記録

を整理し、卒業時における生徒自身の陳述文と教師の評語も含んだ評価書が作成される。この

評価書は、校内で生徒指導に用いられるとともに、大学入学者選抜時に大学に提供される。 

このように、東アジア諸国における近年の大学入学者選抜改革は、選抜方法の多様化という

大きな流れの中で、高校での学習や活動の成果に関する指標をより大きな比重で選抜に用いる

ようになっている。その際、利用のしかたには、全国統一型の学力筆記試験の成績を主たる指

標とする選抜を縮小させ学力筆記試験以外の多様な指標を用いた選抜を拡大する方向性（韓国、

台湾）と、全国統一型の学力筆記試験の成績を主たる指標とする選抜を維持しつつそれと組み

合わせる形で利用する方向性（中国、韓国）がある。一方、そうした高校での学習や活動の成

果に関する指標を用いる基盤としてデータベースを構築することは共通して見られ、しかもど

の国でも高校教育課程の見直しや高校教育の評価と結びついて整備されている。 

おわりに 
本稿では、1990 年代から今日までの東アジア諸国において、大学入学者選抜で多様な指標が

どのように取り入れられてきているのかについて最近の改革動向に着目して比較的に検討し、

特に高校段階での学習や活動の成果の利用にどのような特徴があるのかを明らかにすることを

目的とした。東アジア各国で 1990 年代以降選抜方法の多様化が進められ、従来から実施されて

いた全国的な学力筆記試験の成績を主として用いる選抜に加えて、それ以外の多様な指標を用

いた選抜方法が導入されてきたことは、比較分析を行った先行研究ですでに明らかになってい

る。そのこともふまえつつ最近の改革動向を検討した結果、そうした多様化の傾向は変わらな

いものの、一方では韓国や台湾のように学力筆記試験以外の多様な指標を用いた選抜をより拡

大する傾向が見られ、他方で、韓国で先行的に取り組まれてきているが中国でも見られるよう

に、全国統一型の学力筆記試験の成績を主たる指標とする選抜を維持しつつそれと組み合わせ

る形で多様な指標を利用する改革が進められていること、また入学者選抜で用いられる多様な

指標のうち特に高校段階での学習や活動の成果に関する情報を蓄積する仕組みの構築が、高校

教育課程の見直しや高校教育の評価と結びついて進められていることが明らかになった。 

こうした東アジア諸国の状況に照らして日本の改革動向をみると、実態として学力筆記試験

の成績を主として用いる一般入試（一般選抜）を通じて大学に入学する者の比率が低下してい

わゆる選抜方法の多様化が進み、全国統一型の学力筆記試験の見直しも行われている。他方で、

一般入試（一般選抜）において学力筆記試験の成績とそれ以外の多様な指標を組み合わせる動

きは大きくはない。また、多様な指標の根拠となる情報を蓄積する仕組みの構築も進んでいる

とは言いがたい。東アジア各国には独自の歴史的背景や社会的文脈があるので他国の改革をそ

のまま取り入れるのが適切でないことは言うまでもないが、より望ましい入学者選抜方法を考

えるためにこうした国ぐにの取り組みを検討することには意義があるだろう。 

最後に、本稿では各国における最近の動向を取り上げて改革の方向性を検討したが、実際に

各大学でどのように選抜が行われているのか、またこうした改革がそれぞれの社会でどのよう

に受け止められているのかといった実態にまでは踏み込むことができなかった。各国における

改革理念をさらに深く検討するとともに実態の分析を行い、当該社会の持つ特徴をふまえて大

学入学者選抜改革のありようを考察することを今後の課題としたい。 

（本稿の執筆にあたっては、はじめに、第 2 節、第 3 節、第 4 節、おわりにを南部が、第 1 節

を西山が担当し、最終的に南部と西山で全体の調整や字句の統一を行った。） 
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東東アアジジアア諸諸国国・・地地域域ににおおけけるる大大学学入入学学者者選選抜抜改改革革にに関関すするる考考察察 
－高校教育段階での学習・活動成果の活用を中心に－ 

南部 広孝  西山 喜満主 

本稿では東アジア諸国において、入学者選抜で多様な指標がどのように取り入れられてきてい

るのかについて最近の改革動向に着目して比較的に検討し、特に高校段階での学習や活動の成

果の利用にどのような特徴があるのかを明らかにすることを目的とした。検討の対象は韓国、

台湾、中国であり、各国の大学入学者選抜制度の変遷と近年の改革動向を整理して比較考察を

行った。その結果、近年の改革の方向性として、韓国や台湾では学力筆記試験以外の多様な指

標を用いた選抜の拡大が見られ、韓国や中国では全国統一型の学力筆記試験の成績を主として

用いる選抜を維持しつつ高校での学習や活動の成果に関する指標を組み合わせる改革が進めら

れていること、高校での学習や活動の成果に関する指標が広く用いられる基盤として、どの国

でも在学時にそれらを蓄積する仕組みの構築が、高校教育課程の見直しや高校教育の評価と結

びついて進められていることが明らかになった。 

 

 

A Study of University Admission Reforms in East Asia:  
Focusing on Evaluating Performance in Senior High School Education 

NANBU Hirotaka, NISHIYAMA Kimikazu 

This article clarifies the characteristics of the use of various scores and materials in university admissions 

in South Korea, Taiwan, and China, especially the use of materials for evaluating the performance of 

learning and activities in high school, focusing on the recent trends of reforms. This paper first describes 

the shift of the university admission system and recent trends of reforms in South Korea, Taiwan, and 

China, and then discusses commonalities and differences between the directions of the recent reforms. 

The results showed that, in South Korea and Taiwan, the selection route of entrants using various materials 

other than the scores of written examinations is expanding. In South Korea and China, combining the 

scores of national written examinations and the materials concerning the performance of learning and 

activities in high school is encouraged. Finally, as a foundation for evaluating performance in high school, 

South Korea, Taiwan, and China have online systems for storing materials concerning the performance of 

learning and activities during high school, associated with the reform of the national curriculum and 

evaluation in high school. 
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